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０
２
２
年
12
月
７
日
、
防
衛

費
の
財
源
に
関
す
る
自
民
党

と
公
明
党
の
協
議
で
大
枠
が

決
ま
っ
た
。
両
党
は
23
年
度
か
ら
５
年

間
の
防
衛
費
の
総
額
を
約
43
兆
円
と
し
、

新
た
な
予
算
増
加
分
を
約
17
兆
円
と
す

る
方
針
を
確
認
し
た
。

　
こ
の
意
味
は
少
し
複
雑
だ
。
22
年
度

の
防
衛
費
は
当
初
予
算
で
約
５
・
４
兆

円
だ
が
、
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
基
準
で
は
約
６
・

１
兆
円
に
な
る
。
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
基
準
よ
り

小
さ
い
の
は
、
海
上
保
安
庁
の
予
算
な

ど
が
現
行
の
防
衛
費
に
含
ま
れ
な
い
た

め
だ
。
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｏ
基
準
で
積
算
し
た
防

衛
費
を
「
防
衛
関
係
費
」
と
呼
ぶ
と
、

23
年
度
の
防
衛
関
係
費
は
約
６
・
５
兆

円
に
な
る
。
そ
の
後
、
毎
年
１
兆
円
強

の
防
衛
関
係
費
を
増
額
す
る
と
、
27
年

度
に
は
約
10
・
８
兆
円
と
な
る
算
段
だ
。

　
５
年
間
の
防
衛
関
係
費
は
約
43
兆
円

と
な
る
が
、
問
題
は
増
額
分
約
４
兆
円

の
恒
久
財
源
だ
。
自
公
協
議
で
は
、
こ

の
財
源
を
①
歳
出
改
革
、
②
一
般
会
計

の
決
算
剰
余
金
の
活
用
、
③
国
有
財
産

の
売
却
益
や
税
外
収
入
な
ど
を
活
用
す

る
「
防
衛
力
強
化
資
金
」（
仮
称
）
の
新

設
で
対
応
し
、
不
足
分
は
④
税
制
措
置

で
対
応
す
る
と
し
て
い
る
。

　
な
お
、
増
税
時
期
は
「
24
年
度
以
降

の
適
切
な
時
期
」
と
し
て
い
る
が
、
23

年
度
の
税
制
改
正
大
綱
で
は
、
④
の
財

源
と
し
て
、
法
人
税
、
所
得
税
、
た
ば

こ
税
の
三
つ
を
明
記
し
た
。
こ
の
う
ち
、

（
１
）
法
人
税
で
は
、
本
来
の
法
人
税

額
か
ら
５
０
０
万
円
を
控
除
し
た
課
税

標
準
に
対
し
４
～
４
・
５
％
の
付
加
税

を
課
す
こ
と
や
、（
２
） 

所
得
税
で
は
、

所
得
税
額
の
２
・
１
％
で
あ
る
復
興
特

別
所
得
税
の
課
税
期
間
を
延
長
し
、
税

率
引
き
下
げ
分
を
防
衛
費
に
充
当
す
る
。

　
だ
が
、
果
た
し
て
こ
れ
で
賄
え
る
の

か
。
①
か
ら
④
の
財
源
の
目
安
は
そ
れ

ぞ
れ
約
１
兆
円
だ
が
、
①
か
ら
③
の
う

ち
恒
久
財
源
は
①
の
み
。
国
債
発
行
余

力
を
付
け
る
た
め
に
も
、
財
政
基
盤
を

よ
り
強
化
す
べ
き
だ
。

　
現
在
の
防
衛
費
の
う
ち
人
件
費
は
約

２
兆
円
だ
。
27
年
度
の
防
衛
関
係
費
が

約
11
兆
円
の
場
合
、
残
り
の
９
兆
円
は

装
備
品
な
ど
に
な
る
。
装
備
品
を
購
入

す
れ
ば
消
費
税
率
10
％
で
約
０
・
９
兆

円
分
は
消
費
税
収
で
政
府
部
門
に
戻
っ

て
く
る
。
こ
の
た
め
、
中
長
期
的
に
は
、

約
４
兆
円
で
な
く
、
約
３
兆
円
の
財
源

を
④
の
税
制
措
置
で
賄
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
こ
の
よ
う
に
防
衛
費
増
額
は

国
民
負
担
に
直
結
す
る
の
で
、
今
後
も

財
源
の
動
向
を
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。
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防衛関係費が約11兆円のとき、装備品の購入
などで政府部門に戻ってくる消費税収の金額

約0.9兆円
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